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【目的】
日本社会では､経済的要因や人口の偏りなどによって､都市と地方の雇用や経済成長に
おける格差が拡大している｡都市においては大企業が立ち並び､また､人口の集中により
ビジネスチャンスも多い｡一方､地方においては不景気や人口の流出の影響を受け､産業
は衰退の一途を辿っている｡特に､地方の基幹産業である農業分野において､その衰退は
著しい｡そこで､地方に存在する農業者･工業者･商業者が連携して地域内で付加価値の
高い商品を生み出す､地域に根差した安定的な産業の創出｢農商工連携｣が注目を浴びて
いる｡しかし､ ｢農商工連携｣には先進的な事例がある一方､効果的な結果を出せずにいる
事例も多数存在している｡このような状況の中で､ ｢農商工連携｣の推進には､支援機関と
して行政の役割が重要であることが多数報告されている｡そこで､本研究では地域産業活
性化ための｢農商工連携｣が効率的に推進されるために､行政に何が求められているのか
を明らかにする｡
【方法】
初めに､ ｢農商工連携｣では行政支援とプレイヤーとの関係が重要であるが､どのよう
な関係が重要であるか先行研究から課題を浮き彫りにするとともに､福島県で行われてい
る｢農商工連携｣の支援策を連携の推進段階別に分類する｡次に､福島県の会津地方､中
通り地方から選定した連携の推進段階別の8件の事例にヒアリング調査を行い､支援策の
利用状況､政策に対する評価､支援策-の理解度､行政との関わり合いの状況を明らかに
し､それぞれの事例を比較･検討することにより､行政支援とプレイヤーの効率的な関係
性のために必要な条件を明らかにする｡
【分析結果】
ヒアリング調査の結果､農商工連携に対する福島県の支援策は､プレイヤー､関係者､
有識者等によるインタビューの結果に基づき制定されており､その政策自身に対する評価
はおおむね高いことが分かった｡また､支援策をうまく活用できている事例では､支援策
への理解度､行政との関わり合いが強いことが分かった｡一方で､支援策の利用方法が煩
雑であると感じている人がおり､そう感じている人は､支援策-の理解度､行政とのつな
がりは弱いということが分かった｡以上から､支援策自体は効果的であるものの､利用方
法の煩雑さから有効に使用されている状況ではない事例も存在するということが分かった｡
【結論】
福島県において､地域産業活性化のための｢農商工連携｣が効率的に推進するために必
要な条件としては､効率的な支援策を制定するだけでなく､支援策とプレイヤーをつなげ､
支援政策を利用しやすい状況を作り出すということが必要であるということが分かった｡
そのためには､今までの支援に加え､プレイヤーと行政とのつながりを強化する政策や､
支援の利用のノウハウを伝える政策が､今後必要になると考えられる｡
